
『住宅用家屋証明』（租税特別措置法に基づく証明） 

居住水準の向上を目的に持家としての住宅建築や住宅取得を推進するため、登記申請時に徴収される登録免許税

の軽減措置があります。この軽減を受けるためには、下記の要件に該当する住宅で､区長が発行する「住宅用家屋証

明書」の添付が必要となります。   

【要件】 

１   個人が新築又は取得し､本人が居住する住宅 

２   取得の原因が「売買」又は「競落」である 

３   居宅部分が９０％を超える住宅（店舗併用住宅など） 

４   新築後、又は取得後１年以内 

５ 面積５０㎡以上（一体として登記する車庫等を含む合計面積） 

６  新築年月日が昭和５７年１月１日以降の家屋である（家屋の登記全部事項証明書による） 

  ただし、新築年月日が昭和５６年１２月３１日以前の家屋であっても、下記証明書のいずれかが添付されてい

れば対象となります。 

・「耐震基準適合証明書」（当該家屋の取得の日前２年以内に当該証明のための家屋の調査が終了したものに限る） 

・「住宅性能評価書の写し」（当該家屋の取得の日前２年以内に評価されたもので構造躯体の倒壊等防止に係る評

価が等級１～３であるものに限る） 

・保険法人が発行する「既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約に係る保険付保証明書」（当該住宅の取得の日前２

年以内に契約が締結されたものに限る）なお、保険契約の内容については一定の要件があります。詳細は国土交

通省ホームページにてご確認ください。 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000019.html 

７   区分所有建物の場合は、建築基準法上の「耐火」または「準耐火」建築物 

８ 特定の増改築等がなされた家屋（要件及び必要書類は建築課事務係までお問合せください。） 

【申請方法】 

「住宅用家屋証明申請書」に必要事項を記入し、以下（裏面を参照）の書類を添付して､建築課事務係（区役所西

棟３階１５番窓口）に申請してください（郵送可能。１週間程度かかることがあります）。 

【受付時間】 

８：３０～１２：００、１３：００～１７：００（土日および祝日を除く平日） 

問い合せ先及び送付先 〒166-8570 杉並区阿佐谷南1-15-1杉並区役所 

都市整備部建築課事務係（住宅用家屋証明担当） 

［電話］03-3312-2111 内線3322・3323                                        

 

  裏面につづく 

 

 

 

【参考】登記の種類と軽減率 

〇所有権の保存登記：本則0.4％→特例0.15％ 

（長期優良住宅及び認定低炭素住宅）：→特例0.1％ 

〇所有権の移転登記：本則2.0％→特例0.3％ 

〇抵当権の設定登記：本則0.4％→特例0.1％ 

 



 

【必要書類】  

一般的な例です。内容により他の書類が必要になる場合がありますので､事前にお問い合わせください。 

表１ ●印＝返却できない提出書類です。申立書、未使用証明書、親族証明書以外は写しで構いません。 

 住民票の転入手続が済んでいる 住民票の転入手続が済んでいない 

１.個人が新築した場合 ・家屋の登記全部事項証明書（※1） 

・建築確認済証又は検査済証 

・住民票 

・家屋の登記全部事項証明書（※1） 

・建築確認済証又は検査済証 

●住民票 

●申立書と申立書の添付書類（別紙参照） 

２.建築後未使用の住宅

を取得した場合 

・家屋の登記全部事項証明書（※1） 

・建築確認済証又は検査済証 

・売買契約書又は譲渡証明書 

●家屋未使用証明書（※2） 

・住民票 

・家屋の登記全部事項証明書（※1） 

・建築確認済証又は検査済証 

・売買契約書又は譲渡証明書 

●家屋未使用証明書（※2） 

●住民票 

●申立書と申立書の添付書類（別紙参照） 

 （※3） 

３.既存住宅を取得した 

場合 

・家屋の登記全部事項証明書（※1） 

・売買契約書又は譲渡証明書 

・住民票 

・家屋の登記全部事項証明書（※1） 

・売買契約書又は譲渡証明書 

●住民票 

●申立書と申立書の添付書類（別紙参照） 

 （※3） 

（※1）家屋の登記全部事項証明書に代えて、 

・民事法務協会・登記情報提供サービスの『照会番号を取得した現在情報（発行日から100日以内） 

・『登記完了証』（書面申請）と『表題登記受領証』 

・『登記完了証』（電子申請） のいずれかで申請を受付けます。 

（※2）家屋未使用証明書…宅地建物取引業者がその免許番号を記載し証明したもの等 

・抵当権設定登記のために証明が必要な場合は、上記書類のほかに金銭消費貸借契約書等が必要です。 

・取得原因が競落の場合は、売買契約書等の代わりに、代金納付期限通知書が必要です。 

（※3）入居見込み確認書と入居見込み確認書の添付書類でも提出可能です。 

表2 上記１.個人が新築あるいは２.建築後未使用の住宅であり、特定認定長期優良住宅または認定低炭素住宅である場合 

 （３.既存住宅は対象外） 

特定認定長期優良住宅の場合 ・認定通知書 

・特定認定長期優良住宅申請書の副本(第1・2・4面) 

認定低炭素住宅の場合 ・認定通知書 

・認定低炭素住宅申請書の副本（第1・３面） 

 

 

裏 面 


